
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

 

  

 

   

 

   

 

   

○相続土地国庫帰属制度により国庫に帰属した土地の管理及び処分の取扱いに

ついて

令和８年６月２４日

財 理 第 ２ ０ ５ ２ 号

財務省理財局長から各財務（支）局長、沖縄総合事務局長宛

相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法律（令和 3 年法律第 25 号）

（以下「法」という。）に基づき国庫に帰属した土地（以下「帰属土地」という。）の管理及

び処分の取扱いについては、下記によることとしたので通知する。

記

目次

第１ 基本方針

第２ 用語の定義

第３ 取得等要望の受付手続の迅速化及び随意契約の活用

第４ 現状有姿による売払い

第５ 多様な主体との連携協力

第６ 本省協議

別添様式 国有財産売買契約書

第１ 基本方針

近年、人口減少・少子高齢化の進展による土地利用ニーズの低下等から、帰属土地が

増加している。帰属土地は、市場性に乏しい土地がほとんどであり、容易に売払いに至

らず、長期間にわたり管理費用を要することが想定される。

帰属土地に投じる費用としては、職員の人件費をはじめ、通常の管理行為（看板設置、

柵設置、草刈り、巡回）に要する費用、樹木の剪定又は伐採に要する費用、投棄物の撤

去に要する費用等といった管理に要する費用のほか、測量・境界確定協議に要する費用、

地下埋設物の調査に要する費用、入札対象財産の売払い促進のための広告に要する費

用といった処分等に要する費用等、様々なものがある。

これらの費用は、現在及び将来の国民の負担により費用が賄われることとなるため、

それぞれの土地又は地域の状況に応じて、効率的な管理を図っていく必要があるが、帰

属土地の累積が見込まれる中、草刈りや巡回といった管理に要する費用の削減には限

界があるほか、防災・減災の観点からも管理不全化を生じさせることのないよう、管理

上必要な措置は適切に講じていかなければならない。

他方で、処分等に要する費用については、仮にこれを投じて一般競争入札に付したと

しても、落札者がない可能性があることに加え、帰属土地は、不動産としては比較的価

額が低廉なものが多いことを踏まえると、費用対効果を意識し、なるべく費用及び労力
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を投じることなく処分等の対象としていくことが適当である。

また、処分等に当たっての手続についても、仮に要望があった場合には、機を逸する

ことのないよう可能な限り簡素化することにより、要望者の負担軽減とともに職員の

事務の効率化を図り、帰属土地の地域における活用の促進と行政コストの低減を図っ

ていくことが重要である。

これらを踏まえ、帰属土地については、令和元年９月 20 日付財理第 3206 号「最適利

用に向けた未利用国有地等の管理処分方針について」通達（以下「最適利用通達」とい

う。）、平成 21 年２月 27 日付財理第 814 号「財務省所管一般会計所属の未利用国有地

等の売却促進について」通達、平成 30 年９月 18 日付財理第 3111 号「普通財産の処分

価格等の明確化に係る手続きについて」通達又は昭和 36 年５月 11 日付蔵管第 1195 号

「普通財産の簡易処理について」通達に定める手続によらず、帰属土地の特性に鑑み、

地下埋設物等の調査（土地の履歴調査及び当該調査の結果、地下埋設物又は土壌汚染が

存在する蓋然性が認められる場合の民間精通者による調査を含む。以下同じ。）、民間事

業者による物件調書の作成及び測量・境界確定協議の業務の全部又は一部を省略して

現状有姿で売払いすることができるものとするとともに、取得等要望の受付手続を迅

速化した上で、法令の制限内において、本通達に定める処分等の手続を経て随意契約に

よる売払い又は貸付けを行うことができるものとする。

ただし、帰属土地であっても、土地の形状・面積、立地、周辺環境等に照らし、通常

の手続により売払いや貸付けが見込まれるもの等、本通達を適用せずに処理すること

が適当と認められるものについては、この限りではない。

第２ 用語の定義

本通達において使用する用語の定義は以下による。

１ 相続土地国庫帰属制度 法に基づき、相続又は相続人に対する遺贈により取得した

土地の所有権を、法務大臣の承認を受けて国庫に帰属させることができる制度

２ 予決令 予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）

３ 財務局等 財務局、財務支局及び沖縄総合事務局

４ 財務局長等 財務局長、財務支局長及び沖縄総合事務局長

第３ 取得等要望の受付手続の迅速化及び随意契約の活用

１ 取得等要望の受付

帰属土地については、相続土地国庫帰属制度の運用において、申請者の承諾が得られ

たものは、法務局等が承認前に国の行政機関及び地方公共団体に対して寄附受けの可

能性を確認していることも踏まえ、財務局長等は、国庫に帰属した後、令和３年５月 24

日付財理第 1685 号「未利用国有地等の情報提供及び国利用の要望について」通達（以

下「国利用通達」という。）別添第３に定める利用要望及び最適利用通達記第７の３の

⑴に定める取得等要望（以下「公的取得等要望」という。）の受付の手続を並行して行

うことができるものとし、当該手続と併せて、一般の買受け又は借受けの要望（公的取

得等要望以外の買受け又は借受けの要望をいい、以下「一般取得等要望」という。）を

３か月間受け付け、当該要望の有無を確認することができるものとする（要望が競合し

たときの優先順位は、国利用通達別添第３に定める利用要望、最適利用通達記第７の３

の⑴に定める取得等要望、一般取得等要望の順とする。）。

2 



 

 

 

 

 

   

 

 

  

 

 

 

 

    

 

    

（注１）一般取得等要望のうち、「借受けの要望」とは、令和元年９月 20 日付財理第 

3209 号「普通財産を暫定活用する場合の取扱いについて」通達に基づく貸付け

に関する要望をいう。

一般取得等要望の受付に当たっては、平成 30 年３月 30 日付財理第 1151 号

「国有財産の物件情報に係る公表様式について」通達別紙第６号様式「買受け及

び借受けの要望を受け付ける物件」により、３か月間、財務局等のホームページ

へ掲載し、要望の有無を確認するものとする。その際、買受け又は借受けの可否

の判断に資する観点から、所在、面積等の情報に加え、当該帰属土地の買受けの

判断に当たって参考となる価格についても、当該様式に掲載の上、財務局等のホ

ームページにおいて公表するものとする。

なお、公的取得等要望及び一般取得等要望のいずれにおいても要望がなかっ

た帰属土地については、取得等要望の受付期間終了後も、当該様式により引き続

き財務局等のホームページへ掲載し、一般取得等要望を受け付けるものとする。

（注２）買受けの判断に当たって参考となる価格は、国有財産台帳価格とする。ただし、

平成 13 年３月 30 日付財理第 1317 号「国有財産評価基準について」通達の別紙

｢国有財産評価基準」第４章第１の３の⑴の④に定める取引条件による修正及び

同章第２の４に定める市場修正の対象となる場合については、当該修正を行っ

た価格とすることができる。

２ 随意契約による売払い又は貸付け

財務局長等は、一般取得等要望の受付期間中又は受付期間後に買受け又は借受けの

要望があったときは、当該受付期間中に複数の者から要望があった場合を除き、以下の

⑴又は⑵の定めるところにより、随意契約により売り払い又は貸し付けることができ

るものとする。

ただし、以下の⑴及び⑵の定めるところにより売払い又は貸付けをするに当たって

は、予定価格が予決令第 99 条第６号に定める金額を超えない貸付けを行う場合を除き、

あらかじめ他の隣地所有者等（隣地所有者又は隣地の賃借権等を有する者をいう。以下

同じ。）の買受けの要望又は借受けの要望がないことを確認するものとする。

なお、当該受付期間中に複数の者から要望があった場合は、一般競争入札に付すもの

とする。

また、買受けと借受けの要望が競合したときは、原則として、売払いを優先するもの

とする。 

⑴ 隣地所有者等から要望があったとき

隣地所有者等から買受け又は借受けの要望があったときは、予決令第 99 条第 22

号及び令和４年６月 15 日付財理第 2087 号「普通財産の管理及び処分を行う場合に

おいて指名競争に付し又は随意契約によることについての財務大臣との包括協議

について」通達の別紙１の第１の（三）の 17 に基づき、随意契約により売り払い又

は貸し付けることができるものとする。 

⑵ 隣地所有者等以外の者から買受け又は借受けの要望があったとき

隣地所有者等以外の者から買受け又は借受けの要望があった場合において、当該

要望のあった土地を売り払い又は貸し付ける場合の予定価格が予決令第 99 条第５

号又は同条第６号に定める金額を超えないときは、同号に基づく随意契約により売
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り払い又は貸し付けることができるものとする。

３ 売払申請書等の提出

財務局長等は、一般取得等要望があったときは、平成 13 年３月 30 日付財理第 1297

号「普通財産取扱規則に規定する申請書等の標準様式等について」通達に定めるとこ

ろにより、要望者に「普通財産売払申請書」又は「普通財産貸付申請書」の提出を求

める（平成 24 年５月 22 日付財理第 2445 号「普通財産の管理処分に係る契約からの

暴力団排除について」通達の記の ２ の(1)の規定に基づき、同通達の別添 1 の「誓

約書」を添付させることを含む。）ものとする。

第４ 現状有姿による売払い

１ 現状有姿による売払いの取扱い

財務局長等は、帰属土地について上記第３の２の⑴又は⑵の規定により随意契約に

よる売払いをするときは、測量・境界確定協議、地下埋設物等の調査、民間事業者によ

る物件調査に基づく物件調書の作成等を行うことなく現状有姿により売り払うことが

できるものとする。

なお、国有財産の評価に当たっては、平成 13 年３月 30 日付財理第 1317 号「国有財

産評価基準について」通達に基づき適正な対価を求めることを基本としており、当該価

格は、財政法（昭和 22 年法律第 34 号）第９条第１項及び予決令第 80 条第２項の趣旨

を踏まえたものでなければならない。

このため、測量・境界確定協議の省略については、地積が価格の算定に直接影響を及

ぼすものであることを踏まえ、法務局に地積測量図（不動産登記令（平成 16 年政令第

379 号）第２条第３号の地積測量図をいう。以下同じ。）が備え付けられている土地（当

該地積測量図に表示された地積が、分筆前の地積から実測により算出した分筆後の土

地の地積を控除して残余地の地積を算定する方法（いわゆる残地求積）によって算定さ

れているものを除く。）のほか、地籍調査事業（国土調査法（昭和 26 年法律第 180 号）

第２条第５項に規定する地籍調査を行う事業をいう。）等が行われており、当該事業に

基づき作成された地籍図等が不動産登記法（平成 16 年法律第 123 号）第 14 条第１項

の地図又は同条第４項の地図に準ずる図面として法務局等に備え付けられている土地

など、登記記録上の地積が当該実測成果に基づいて記録されているものを対象とする。

ただし、これらの図面の精度又は現況との整合性に疑義があることにより、当該地積

を価格の算定の基礎とすることが適当でないと認められる場合その他測量・境界確定

協議を省略することが相当でないと認められる場合は、この限りでない。

（注）地籍図のほか、土地改良事業又は土地区画整理事業に基づき作成された所在図や

法務局の地図作成事業により作成された地図が 14 条地図として備え付けられてい

る土地を想定している。

２ 物件の調査

財務局長等は、民間事業者による物件調査に基づく物件調書の作成を省略する場合

であっても、必要に応じて、職員による物件調査及び当該調査に基づく物件調書（民間

事業者による物件調査に基づき作成された物件調書と同等のものに限らない。）の作成

を行うものとする。
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３ 契約締結前の説明 

⑴ 基本原則

売買契約の締結に当たっては、あらかじめ契約の内容を十分に説明するとともに、

売買物件の現況及び法令等に基づく諸規制等の確認は買主の責任で行われるべきも

のであることを説明するものとする。

また、別添様式に定める特約条項の内容に即して、売買物件について測量・境界確

定協議、地下埋設物調査、土壌汚染調査及び地盤調査等を実施していないことを説明

するとともに、これらに起因するリスクについて、具体的に説明するものとする。

このほか、別添様式第８条第１項各号に掲げる事項については、その内容及び趣旨

を個別に説明し、当該事項が売買物件の利用に及ぼし得る影響について、買主の理解

を得るよう努めるものとする。

なお、財務局長等は、売買物件について把握している情報のうち、不動産取引にお

いて買主が当該契約を締結するかどうかを判断するために重要であると認められる

ものについては、その内容及び把握状況に応じ、契約締結前に可能な限り、買主に対

して説明するものとする。 

⑵ 法に基づく承認申請に係る審査の在り方及び財務局等の職員による調査状況

財務局長等は、売買物件が国庫に帰属するに当たり行われた法に基づく承認申請

の審査について、令和５年２月８日付法務省民二第 70 号「相続等により取得した土

地所有権の国庫への帰属に関する法律の施行に伴う相続土地国庫帰属手続に関する

事務の取扱いについて（通達）」等に定める取扱いに基づき行われたものであること

を丁寧に説明するものとする。

また、売払いに際しての財務局等の職員による調査については、国庫に帰属した後

に売り払うに当たって売買物件の現地確認は行っていないことを前提として、売払

い事務を行う上で必要となる範囲に限り実施しているものであることを踏まえ、そ

の内容及び範囲について、買主に対し丁寧に説明するものとする。

併せて、売買物件の境界については、売買に当たって現地においてその範囲を明示

しておらず、測量又は境界確定協議による確認も行っていないことから、登記地積と

実測面積との間に差異が生じ得ること及び隣接地との越境関係を確認していないこ

とについても説明するものとする。 

⑶ 資料入手時の留意事項

財務局長等は、原則として帰属土地のライフライン（地中を含む。）の状況、排水

管の埋設状況及び建物解体工事を行った際の状況について積極的に資料を収集すべ

きであるとはいえないが、何らかの資料等により当該情報を入手した場合には、その

内容及び把握状況に応じ、契約締結前に買主に対して説明を行うものとする。

このほか、地下に有体物が存在する可能性があることを示す情報を入手した場合

には、その内容を説明するとともに、当該有体物が土地の利用に及ぼし得る影響及び

当該有体物に関する契約上の責任の取扱いについて、分かりやすく説明するものと

する。

なお、法令上の根拠がある場合、買主に不利益な事実の存在を疑うべき事情があり、

売主がこれを認識していた場合等においては、買主に対して説明義務又は調査義務

を負うことがあることに留意するものとする。 

⑷ 特段の事情が存する場合

売買物件に関し特段の事情が存在し、契約書に特記事項として明記する必要があ
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る場合には、契約締結前に当該内容を丁寧に説明するものとする。

なお、特段の事情とは、売主が把握している事情のうち、一般的な調査又は現況確

認のみでは買主が容易に把握し難く、かつ、その事情を契約内容として明示しておか

なければ、後日の紛争又は契約不適合責任の問題を生じ得るおそれがあるものをい

う。

当該特段の事情については、その内容に応じて契約不適合責任の有無又は範囲に

影響することがあるため、その点についても併せて説明するものとする。 

⑸ 契約不適合責任に関する特約の説明

財務局長等は、契約不適合責任に関する特約については、その内容及びこれにより

買主が請求できる範囲が制限されることについて、契約締結前に分かりやすく説明

するものとする。

また、買主が消費者（消費者契約法（平成 12 年法律第 61 号）第２条第１項に規定

する消費者をいう。以下同じ。）に該当する場合においては、当該条項の内容及び効

果について、買主に誤解が生じないよう、特に丁寧に説明するものとする。

４ 売買契約書

帰属土地について上記１に基づき売払いしようとする場合の売買契約書式は、別添

様式によるものとし、原則として、登記事項証明書（不動産登記法第 119 条第１項に規

定する登記事項証明書をいう。）、地積測量図、不動産登記法第 14 条第１項の地図又は

同条第４項の地図に準ずる図面、物件調書（民間事業者による物件調査に基づき作成さ

れたものに限らない。）等の資料を売買契約書に添付するものとする。

なお、売買契約書については、測量・境界確定協議や地下埋設物等の調査の実施状況

その他の個別の事情を勘案し、適宜、法律相談を行い、その結果に基づき必要な修正（上

記第４の３の⑷に基づき契約書に特記事項を明記する場合を含む。）を行うものとする。

第５ 多様な主体との連携協力

帰属土地の地域における活用を促進するに当たっては、地方公共団体のみならず、地

域コミュニティや民間団体等、多様な主体との連携の強化・促進が必要であることから、

土地政策推進連携協議会（所有者不明土地等対策の推進のための関係閣僚会議におい

て決定された「所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針」に基づく協議会をいう。

以下同じ。）を活用しつつ、地方公共団体及び地域コミュニティとの連携体制の構築を

図るとともに、民間事業者との連携促進を図るものとする。

具体的には、財務局長等は、帰属土地のうち、活用の可能性が認められないものを除

き、その所在、現況及び当該土地の活用手段や手続等に関する情報を整理・可視化し、

これらの情報について、土地政策推進連携協議会の活動等を通じて、活用の具体的なイ

メージが共有されやすいよう配慮した形で関係者に周知することにより、地域におけ

る多様な視点による利用ニーズの発掘を試みるとともに、地域の実情や特性を踏まえ

つつ、地域コミュニティを含む多様な活用主体の参画促進を図るものとする。

また、地方公共団体との情報連携の強化を図りつつ、多様な主体に対する情報発信の

拡充に努めるものとし、当該情報が関係者に広く行き渡るよう配慮するとともに、情報

が届きやすい適切な媒体や手段を活用することにより、帰属土地の活用に対する関心

の喚起に資するよう努めるものとする。
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第６ 本省協議

財務局長等は、本通達により処理することが適当でないと認められる場合は、本省と

協議の上、個別に処理方針を定めるものとする。
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別添様式 

[収入印紙] 

国有財産売買契約書 

売払人国（以下「甲」という。）と買受人 （以下「乙」という。）とは、次の

条項により国有財産の売買契約を締結する。 

（売買物件） 

第１条 売買物件は、次のとおりとする。 

所在 地番 地目 地積 備考 

内訳は別紙のとおり 

２ 前項に表示する地積は、不動産登記記録に記録された地積によるものとする。 

（売買代金） 

第２条 売買代金は、金 円（内訳は別紙のとおり。）とする。 

（契約保証金） 

第３条 乙は、本契約締結と同時に、契約保証金として金 円を甲に納付しなければ

ならない。 

２ 前項の契約保証金は、第 16 条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。

３ 第１項の契約保証金には利息を付さない。 

４ 甲は、乙が第４条に定める義務を履行したときは、乙の請求により遅滞なく第１項に定

める契約保証金を乙に還付する。 

５ 甲は、乙が第４条に定める義務を履行しないときは、第１項に定める契約保証金を国庫

に帰属させることができる。 

（代金の支払い） 

第４条 乙は、売買代金を、甲の発行する納入告知書により令和 年 月 日までに

甲に支払わなければならない。 

（登記嘱託請求書等） 

第５条 乙は、本契約締結の際にあらかじめ登録免許税相当額の印紙又は現金領収証書を

添付した登記嘱託請求書を、甲に提出しなければならない。 

（所有権の移転） 

第６条 売買物件の所有権は、乙が売買代金の全額を納付した時に乙に移転する。 

（売買物件の引渡し） 

第７条 売買物件の引渡しは、前条の規定により売買物件の所有権が乙に移転したときに

なされたものとする。 

（契約締結前の説明等） 

第７条の２ 甲及び乙は、甲が本契約の締結に先立ち、契約の内容につき十分な説明を行

い、乙がその説明を受けて了解したことを相互に確認する。 

２ 乙は、売買物件の現況及び法令等に基づく諸規制等の確認は乙により行われるもので

あることを了承する。 



 

   

 

 

 

（特約条項） 

第８条 乙は、売買物件につき次の各号の事情が存することを了承し、その事情が存する

状態で売買物件を買い受けるものとする。 

⑴ 売買物件が、相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法律（令和3

年法律第25号）に基づき国庫に帰属した土地であり、甲において、国庫に帰属した後に

売り払うに当たって現地確認をしていないこと 

⑵ 測量・境界確定協議を実施していないこと 

⑶ 隣接地への越境又は隣接地からの越境の事実を確認していないこと 

⑷ 地下埋設物及び土壌汚染に関する調査を実施していないこと 

⑸ 除去しなければ土地の通常の管理又は処分をすることができない有体物（国が通常

の管理又は処分を行うに当たり、その除去が法令上必要とされる有体物又は周辺の土

地における人の生命、身体若しくは財産に危害を及ぼし、若しくはそのおそれがある有

体物をいう。）以外の有体物が地下に存する可能性があること 

⑹ 地盤調査等を実施しておらず、乙の利用目的上必要な地耐力を有していない可能性

があること 

２ 第１条第１項に定める売買物件の表示は、不動産登記記録によるものであり、甲及び乙

は、実測面積との間に差異が生じ、又は現況と登記地目が相違していたとしても、互いに

異議を申し立てないとともに、売買代金の増減その他一切の請求をしないものとする。 

３ 売買物件の土地の区画・形状は、別添の地積測量図（不動産登記令（平成16年政令第379

号）第2条第3号の地積測量図をいう。以下同じ。）によるものの、将来売買物件の面積、

形状等に変化、差異が生じても、乙は甲に対して何らの異議を申し立てない。 

４ 甲は、乙に対し、売買物件の境界を明示しないものとし、売買物件の境界が不明確なこ

とによって乙に生じるいかなる損害についても、一切責任を負わないものとする。 

（注１）第８条第１項各号に掲げる事項のほか、売買物件に関し特段の事情が存在し、

契約書に特記事項として明記する必要がある場合には、当該事情を第７号以下に追

加して記載するものとする。 

なお、特段の事情とは、売主が把握している事情のうち、一般的な調査又は現況

確認のみでは買主が容易に把握し難く、かつ、その事情を契約内容として明示して

おかなければ、後日の紛争又は契約不適合責任の問題を生じ得るおそれがあるもの

をいう。 

（注２）第８条第３項については、別添として添付することとなる売買物件の区画・形

状を示す資料（地積測量図、不動産登記法（平成16年法律第123号）第14条第１項の

地図又は同条第４項の地図に準ずる図面、地籍図等）を適宜記載するものとする。 

※ 買主が消費者以外の者である場合には、以下の条項を定めるものとする。 

（現状有姿による引渡し及び契約不適合責任の免責） 

第８条の２ 甲は、売買物件を現状有姿のまま乙に引き渡すものとし、甲及び乙は、前条に

定める特約条項を了承の上で本契約を締結したことを相互に確認する。 

２ 乙は、引き渡された売買物件が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないもの（以

下「契約不適合」という。）であるときであっても、当該契約不適合を理由として、履行

の追完請求、代金減額請求、損害賠償請求又は契約の解除をすることはできない。ただし、

甲が知りながら告げなかった事実及び甲自らが第三者のために設定し又は第三者に譲渡



 

 

 

 

 

 

した権利については、甲はその責任を免れることができない。 

３ 甲は、売買物件に地下埋設物又は土壌汚染が存在した場合であっても、そのことによっ

て乙に生じるいかなる損害についても、一切責任を負わないものとする。 

※ 買主が消費者である場合には、以下の特約を付すものとする。 

（現状有姿による引渡し及び契約不適合責任） 

第８条の２ 甲は、売買物件を現状有姿のまま乙に引き渡すものとし、甲及び乙は、前条に

定める特約条項を了承の上で本契約を締結したことを相互に確認する。 

２ 乙は、引き渡された売買物件が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないもの（以

下「契約不適合」という。）であるときは、引渡しの日から２年以内に甲に通知したもの

に限り、次の各号に定めるとおり、修補請求、損害賠償請求又は契約の解除をすることが

できる。この場合、甲又は乙は、相手方に対し、協議の申し入れをすることができる。 

⑴ 修補をする場合において、甲は、乙に不相当な負担を課すものでないときは、乙が請

求した方法と異なる方法による修補をすることができる。 

⑵ 修補に要する費用が売買代金の額を超過する場合には、甲は修補責任を負わない。 

⑶ 本条の契約不適合が、本契約及び取引上の社会通念に照らして甲の責めに帰すこと

ができない事由によるものであるときを除き、乙は、甲に対し、損害賠償を請求するこ

とができる。 

⑷ 前号の損害賠償額は、甲に故意又は重大な過失があるときを除き、売買代金の額を限

度とする。 

⑸ 本条の契約不適合により、乙が本契約を締結した目的が達せられないときは、乙は、

本契約を解除することができる。 

⑹ 本条の契約不適合が乙の責めに帰すべき事由によるものであるときは、乙は、修補請

求、損害賠償請求又は契約の解除のいずれもすることはできない。 

３ 前項の契約不適合について、乙は、甲に対して、代金減額を請求することはできない。

４ 乙が本契約締結時に第２項の契約不適合を知っていたときは、甲は本条の責任を負わ

ない。 

（危険負担） 

第９条 本契約締結の時から売買物件の引渡しの時までにおいて、当該物件が天災地変そ

の他の甲又は乙のいずれの責めに帰することのできない事由により滅失又は損傷し、修

補が不能又は修補に過大な費用を要し、本契約の履行が不可能となったときは、甲乙双方

書面により通知して、本契約を解除することができる。また、乙は、本契約が解除される

までの間、売買代金の支払いを拒むことができる。 

２ 甲は、売買物件の引渡し前に、前項の事由によって当該物件が損傷した場合であっても、

修補することにより本契約の履行が可能であるときは、甲は、売買物件を修補して乙に引

き渡すことができるものとする。この場合、修補行為によって引渡しが本契約に定める引

渡しの時を超えても、乙は、甲に対し、その引渡しの延期について異議を述べることはで

きない。 

３ 第１項によって、本契約が解除された場合、甲は、乙に対し、受領済みの金員を無利息

で速やかに返還するものとする。 

（公序良俗に反する使用等の禁止） 

第 10 条 乙は、売買物件を本契約の締結の日から 10 年間、暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団（以下

「暴力団」という。）若しくは法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体等



 

 

 

であることが指定されている者の事務所又はその他これに類するものの用に供し、また、

これらの用に供されることを知りながら、売買物件の所有権を第三者に移転し又は売買

物件を第三者に貸してはならない。 

（実地調査等） 

第 11 条 甲は、乙の前条に定める公序良俗に反する使用等に関して、甲が必要と認める

ときは実地調査を行うことができる。 

２ 乙は、甲から要求があるときは、売買物件について利用状況の事実を証する登記事項証

明書その他の資料を添えて売買物件の利用状況等を甲に報告しなければならない。 

３ 乙は、正当な理由なく第１項に定める実地調査を拒み、妨げ若しくは忌避し又は前項に

定める報告を怠ってはならない。 

（違約金） 

第 12 条 乙は、次の各号に定める事由が生じたときは、それぞれ各号に定める金額を違

約金として甲に支払わなければならない。 

⑴ 前条に定める義務に違反したとき 金（売買代金の１割）円 

⑵ 第 10 条に定める義務に違反したとき 金（売買代金の３割）円 

２ 前項の違約金は第 13 条第４項及び第 16 条に定める損害賠償額の予定又はその一部

と解釈しない。 

（契約の解除） 

第 13 条 甲は、乙が本契約に定める義務を履行しない場合において、甲が相当の期間を

定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、本契約を解除することがで

きる。 

２ 甲は、乙が第 10 条に定める義務に違反したとき、又は次の各号の一に該当している

と認められるときは、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。 

⑴ 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人で

ある場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、

その他経営に実質的に関与している者をいう。以下「役員等」という。）が、暴力団又

は暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員

（以下「暴力団員」という。）であるとき 

⑵ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

⑶ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

⑷ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど

しているとき 

⑸ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

３ 甲は、前項の規定により本契約を解除した場合は、これにより乙に生じた損害について、

何ら賠償ないし補償することは要しない。 

４ 乙は、甲が第 2 項の規定により本契約を解除した場合において、甲に損害が生じたと

きは、その損害を賠償するものとする。 

（返還金等） 

第 14 条 甲は、前条に定める解除権を行使したときは、乙が支払った売買代金を返還す

る。ただし、当該返還金には利息を付さない。 

２ 甲は、解除権を行使したときは、乙の負担した契約の費用は返還しない。 

３ 甲は、解除権を行使したときは、乙が売買物件に支出した必要費、有益費その他一切の

費用は償還しない。 



  

 

 

 

 

（乙の原状回復義務） 

第 15 条 乙は、甲が第 13 条の規定により解除権を行使したときは、甲の指定する期日

までに売買物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし、甲が売買物件を原

状に回復させることが適当でないと認めたときは、現状のまま返還することができる。 

２ 乙は、前項ただし書の場合において、売買物件が滅失又は損傷しているときは、その損

害賠償として契約解除時の減損額に相当する金額を甲に支払わなければならない。また、

乙の責めに帰すべき事由により甲に損害を与えている場合には、その損害に相当する金

額を甲に支払わなければならない。 

３ 乙は、第１項に定めるところにより売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する期日

までに、当該物件の所有権移転登記の承諾書を甲に提出しなければならない。 

（損害賠償） 

第 16 条 甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないため損害を受けたときは、その損

害の賠償を請求できる。 

（返還金の相殺） 

第 17 条 甲は、第 14 条第１項の規定により売買代金を返還する場合において、乙が本

契約に定める損害賠償金を甲に支払うべき義務があるときは、返還する売買代金の全部

又は一部と相殺する。 

（契約の費用） 

第 18 条 本契約の締結及び履行等に関して必要な費用は、乙の負担とする。 

（信義誠実の義務・疑義の決定） 

第 19 条 甲乙両者は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。 

２ 本契約に関し疑義があるときは、甲乙協議のうえ決定する。 

（裁判管轄） 

第 20 条 本契約に関する訴えの管轄は、○○財務局所在地を管轄区域とする○○地方裁

判所とする。 

上記の契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、両者記名押印のうえ各自その

１通を保有する。 

令和 年 月 日 

売払人 国 

契約担当官 ○○財務（支）局長 

買受人 住所（所在地） 

氏名（名称） 



       

 

別紙 

所在 地番 地目 地積 評価額(時価) 売買代金 
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